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１．概要 

１．１ 深海底鉱物資源タスクフォースの目的 

海洋基本法制定の趣旨を生かし、未来に「資」「産」を残すために、 

①海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストなどの深海底鉱物資源のうち、「資源」として

価値があるものの存在場所を特定し、開発技術を整備し、優先順位をつける 

②海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストなどの開発「産業」として価値があるものを探

査活動、技術開発等を通じて育成、振興する 

ことを目的とする「深海底鉱物資源開発マスタープラン（今後の技術開発、探査活動等の進め

方）」を提言する。 

 

１．２ 深海底鉱物資源開発マスタープラン 

国民生活、そして国内産業の持続的発展にとって、金属・レアエレメント類の安定供給は近

未来の重要な課題である。しかし、需給構造の大きな変化、金属価格の高騰、供給側との価格

交渉の難航、レアメタル・レアアース等の国外輸出規制を実施する国が現れるなどの問題が発

生してきている。このような情勢を受けて、外国企業による深海底鉱物資源開発ビジネスが急

展開をみせている。 

日本の排他的経済水域（ＥＥＺ）、大陸棚には、金属・レアエレメント類を含有する黒鉱型海

底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストなどの深海底鉱物資源の有望海域が多数発見されて

おり、黒鉱型海底熱水鉱床では世界第１位、コバルト・リッチ・クラストでは米国に次いで世

界第２位の潜在的資源量があると推定される。しかし、潜在的有望海域から、資源的に魅力の

ある場所を絞り込む方法は完全に確立されておらず、その探査活動には、調査技術の開発と時

間が必要である。また、資源的に魅力のある場所の絞り込み後は、その開発技術を整備し、優

先順位をつける作業が必要となる。さらに、開発のためには十分な環境アセスメントが必要と

なり、手法の整備・検証が求められる。 

このように、資源の開発には、探査、技術開発、環境アセスメント等のステップを順次踏む

必要があり、長い準備期間が必要となる。このため、近未来の供給不安に備え、安定供給を確

保するためには、今から具体的な取り組みを始める必要がある。 

一方、黒鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストなどの深海底鉱物資源の開発に向

けた取り組みは、世界的にみると緒に就いたばかりであり、日本がその潜在的資源量の豊富さ

と、探査活動、技術開発、環境アセスメント手法整備等への早期取り組みという優位性を生か

せば、「資源」の確保のみならず、開発「産業」を育成、振興することが可能となる。特に、

日本が既に世界をリードしてきた環境アセスメント手法をさらに発展させ、新たな開発技術を

確立すれば、それが世界基準となることが予想される。 

マスタープラン策定にあたり、金属需給動向と将来予測、海底調査技術の現状、採鉱・製錬

技術開発の状況、環境影響評価・環境保全対策の現状、開発の経済性などを検討した。さらに、

海洋基本法の成立が予想される状況の分析、資源産業や海洋産業の現状も考慮した上で、今後

の技術開発・探査活動等の進め方への提言をまとめた。 
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「５年間の緊急的取り組み」 

 黒鉱型海底熱水鉱床には、既知鉱体と呼べるような経済的可能性の高い場所が発見されてい

る。また、海洋掘削技術や海洋ロボット技術、製錬技術やリサイクル技術等の組み合わせによ

り、技術的準備は整いつつある。５～１０年後に開発を具体化するためには、①開発の技術・

経済的評価、②潜在的可能性調査及び抽出調査手法の確立と適用、③既知鉱体を利用したパイ

ロットスケール採鉱実験及び選鉱・製錬実験、④環境影響評価手法確立とベースライン調査及

び採鉱実験のモニタリングが必要となる。 

 

「中長期的取り組み」 

 コバルト・リッチ・クラストには、既知鉱体と呼べるような経済的可能性の高い場所が発見

されていないため、１０～２０年後の開発・利用を想定して、①開発の技術・経済的評価、②

調査手法の確立と適用及び有望鉱床の抽出、③利用可能なレアエレメント類の確定と採鉱・製

錬技術の確立、④環境影響評価手法の確立と基礎調査等の中長期的な取り組みが必要となる。

また、ＥＥＺ・大陸棚のポテンシャル基礎調査にも取り組む必要がある。 

 

 2008年を第１年目とする「５年間の緊急的取り組み」と「中長期的取り組み」の調査・研究

開発スケジュールを表１に示す。 

 

表１ 調査・研究開発スケジュール概要 

項目 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 

黒鉱型熱水鉱床開発の技

術･経済的評価 

黒鉱型熱水鉱床可能性調

査､抽出手法確立と適用 

既知鉱体ﾊﾟｲﾛｯﾄｽｹｰﾙ採鉱

実験､選鉱･製錬実験 

熱水環境影響評価手法確

立､ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ調査､ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ 

  

緊

急

的

取

り

組

み 

予算規模（百万円） 4,000 4,000 4,000 4,000 2,000  

ｸﾗｽﾄ開発の技術・経済的評

価 

ｸﾗｽﾄ調査手法確立･適用と

鉱床抽出 

ｸﾗｽﾄ採鉱・製錬技術開発 

ｸﾗｽﾄ環境影響評価手法確

立と基礎調査 

EEZ･大陸棚ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ基礎調

査 

  

中

長

期

的

取

り

組

み 

予算規模(百万円) 1,000 1,000 1,000 1,000 1,500 3,000 3,000 3,000 3,000 3,500 

ﾚｱｴﾚﾒﾝﾄ類製錬技術開発 

調査手法確立 調査手法適用 有望鉱床抽出 

採鉱技術開発 

評価手法確立 基礎調査 

総合的評価 予察的評価 中間段階評価 

ﾎﾟﾃﾝｼｬﾙ基礎調査 

予察的評価 総合的評価 中間段階評価 

可能性調査､抽出手法確立 抽出手法適用 

採鉱実験 選鉱・製錬実験 

評価手法確立､ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ調査 ﾓﾆﾀﾘﾝｸ  ゙
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２．目的と背景 

２．１ 深海底鉱物資源の開発に向けた制約 

 日本が開発できる可能性のある深海底鉱物として、マンガン団塊、コバルト・リッチ・

クラスト、黒鉱型海底熱水鉱床が挙げられる。マンガン団塊は鉄、マンガンの酸化物を

主成分とするジャガイモ状の塊で、海水中に溶存していた金属が、特別な物理・化学的

環境条件の下で沈殿して生成されたものと考えられている(1)。ハワイ東南東海域のクラ
リオン・クリッパートン断裂帯に高密度、高品位なものが存在することが知られており、

国連海洋法条約に基づいて認められている日本のマンガン団塊鉱区がここに存在する

(2)。しかし、この公海上の鉱区の開発のためには、国際海底機構（ISA: International 
Seabed Authority） におけるマイニングコード等の合意が必要であり、陸上資源保有
国、内陸国なども含む幅広いISA構成国の合意形成には大きな困難が予想される。 
コバルト・リッチ・クラストはマンガン団塊と同様の成因の鉄、マンガン酸化物が、

島や海山の斜面に露出している基盤岩に沈殿して付着したもので、太平洋の赤道を中心

とする低緯度海域で、コバルト品位の高いものが見つかっており(3)、南鳥島周辺をはじ
めとする日本のＥＥＺ・大陸棚にも、有望な鉱床が存在する可能性が高い。 
海底熱水鉱床については、中央海嶺拡大軸の重金属泥や塊状鉱床がまず注目され、

その後、沖縄トラフを端緒として、西太平洋海域の背弧海盆や海洋性島弧の拡大軸に

おいて、金、銀の含有割合が高い黒鉱型海底熱水鉱床が次々に発見された(4), (5)。こ
れらの黒鉱型海底熱水鉱床は塊状鉱体であり、そのほとんどが領海内やＥＥＺ・大陸

棚に存在することが知られている。ＥＥＺ・大陸棚に存在する深海底鉱物資源について

は、環境保全に十分に留意する必要はあるものの、その開発は排他的権利を保有する国

が主体的に決定することが可能である。 

 

２．２ 深海底鉱物資源の経済的価値 

２．２．１ 資源の定義 

2003 年に大陸棚限界画定調査を開始するにあたり、当時の扇国土交通大臣が「新たな

大陸棚とできる可能性のある約６５万平方キロメートルに、金、銀、マンガン、コバル

ト、メタンハイドレートなど、数十兆円ともいわれる資源が眠っており、天然資源大国

も夢ではない」と記者会見で述べ、新聞報道された。日本のＥＥＺ・大陸棚を主張でき

る可能性のある海域には、実際、多種類の潜在的海底資源が存在することが知られてい

る。しかし、これらの存在量とその経済的価値を裏付ける調査は、ほとんど実施されて

いない。このため前記の「数十兆円」も、あくまでもこれらが資源であるとみなせた場

合の価格の推定値である。資源であるかどうかを判断するためには、賦存状況、開発可

能性について調査、検討することが必要である。 

資源とは開発可能な有用物質を指すので、一般的には下記のような条件が求められる。 

①高い含有率（密度）であること 

金属鉱物資源で言えば品位が高く、石油・天然ガスなどの炭化水素で言えば含有層の

空隙中の充填率が高い必要がある。 

②量的にまとまっていること 

高い含有率（密度）であっても、多量になければ開発対象にはなり得ない。対象物を
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胚胎する地層の「面積×厚さ」が大きい必要がある。 

③場所が良いこと 

経済的に有利な場所に存在する必要がある。陸上資源の場合は、標高が低く、最寄り

の港、消費地までの距離が短いことが求められる。海洋資源の場合は、水深、製錬・精

製施設へのアクセスなどが鍵を握る。 

④経済性が見込めること 

上記の①から③を満たしても、より安価な代替品が将来にわたって安定供給可能であ

れば、それは開発対象にならない。一方、安価な代替品が 30 年以内に不足、欠乏する

見通しがあれば、経済的開発の可能性があるといえる。 

 

２．２．２ 資源開発の特徴 

 前述の④の経済的開発の可能性については、開発システムを概念構築し、建設コスト

や運転コストを試算するフィージビリティスタディ（ＦＳ）を実施して予想する必要が

ある。具体的には、①から③の情報を基に、ある程度の数字を仮定して対象物の「価格」

を算出するとともに、開発システムの概念構築によって対象物を利用するためにかかる

「費用」を算出し、次式のように「価格」からこれを減じて、「価値」を導くことにな

る。もちろん、「価値」がマイナスになれば、資源とは呼べない。また、「価値」がプラ

スになっても、他により高い「価値」を有するものが十分に存在すれば、開発対象にな

らない。 

 

価値＝価格－費用 

ここで、価格＝面積×厚さ×含有率×回収率×対象物の市場価格 

 費用＝採取費用＋選別費用＋運搬費用＋有用物製錬・精製費用＋環境保全費用 

 （技術データ、設備投資額、金利、運転コスト、廃棄物処理費用などが必要） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図１ 鉱物・エネルギー資源開発の一般的流れ 

情報収集と現地調査

技術・経済的ＦＳ

経済性評価（ＦＳ）

意志決定（Go or not）

開発段階へ

鉱区取得

探査と研究開発

意志決定（Go or not）

開発対象の提示
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一方、資源の開発においては、開発そのものに 20-25 年、準備期間も含めると 30-40

年にも渡るプロジェクトが普通である。鉱区取得をかなり早い時期に行い、ＦＳを情報

集積が進むに従い、数段階に分けて実施する。この流れを図１に示す。まず、技術・経

済的ＦＳを実施して、探査と研究開発段階へ進むかどうかの意志決定を行うまでに 2-3

年が必要である。通常、探査は概査と精査に分けられており、それぞれの段階で経済性

評価ＦＳを実施する。これにそれぞれ 3-4 年が必要であり、着手から開発段階まで、10

年程度かかることになる。場合によっては、概査や精査を２つに分け、それぞれの段階

で経済性評価ＦＳを実施することもあり、このような場合には、着手から開発段階まで、

15 年以上必要となることもある。 

 このように長い準備期間と多段階のＦＳが必要とされる理由は、開発期間が長く対象

物の価格等の経済的要因の変動予測が難しいことに加えて、前述の①から③の情報をよ

り正確に把握し、最も魅力的な場所を発見することが、資源開発の成立にとって、最大

の課題であるからである。 

 

２．２．３ 深海底鉱物の経済的価値 

マンガン団塊は鉄、マンガンの酸化物を主成分とするジャガイモ状の塊で、海水中に

溶存していた金属が、特別な物理・化学的環境条件の下で沈殿して生成されたものと考

えられている(1)。ハワイ東南東海域のクラリオン・クリッパートン断裂帯に高密度、高
品位なものが存在することが知られており、国連海洋法条約に基づいて認められている

各国のマンガン団塊鉱区もほとんどがここに存在する(2)。コバルト・リッチ・クラスト
はマンガン団塊と同様の成因の鉄、マンガン酸化物が、島や海山の斜面に露出している

基盤岩に沈殿して付着したもので、太平洋の赤道を中心とする低緯度海域で、コバルト

品位の高いものが見つかっている(3)。海底熱水鉱床については、中央海嶺拡大軸の重
金属泥や塊状鉱床がまず注目され、その後、沖縄トラフを端緒として、西太平洋海域

の背弧海盆や海洋性島弧の拡大軸において、金、銀の含有割合が高い黒鉱型海底熱水

鉱床が次々に発見された(4), (5)。 
これらの深海底鉱物の現状は図１の概査段階あるいは、概査が終了した状態にあると

みることができる。調査そのものはマンガン団塊では 20 年以上、コバルト・リッチ・

クラストと海底熱水鉱床では 15 年以上も継続されているが、調査技術が完全に確立さ

れていなかったため、精査に相当する調査へと進めなかったという実状がある。このた

め、深海底鉱物は、前述の①から③の情報を蓄積し、経済性評価ＦＳを実施するまでに

は、さらに調査を行う必要がある。すなわち、本来は「資源」としての経済性評価ＦＳ

を正確に行うことは困難な状況にある。しかし、種々の仮定を導入し、精査が終了して

開発段階へ進むという前提で、深海底鉱物の経済性評価を行ってみることは可能であり、

事例も存在する。経済性評価に用いる経済性要因が、その時の情勢によって変化するた

め、これらの事例ではあまり良い経済性評価が得られておらず、それが最近まで、深海

底鉱物資源開発が現実味を帯びなかった理由である。しかし、後述する最近の急激な金

属価格の上昇、将来の需給見通しの変化、資源権益や利益配分をめぐる情勢の変化など

により、経済性評価の前提条件は変わってきている。国民生活、そして国内産業の持続

的発展のための資源の安定供給という視点から、戦略的、長期的、総合的な検討が必要
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となっている。 

 

２．３ 金属の価格・需給動向 

 2003 年頃から始まった金属価格の上昇傾向は、鈍化する気配を見せておらず、2006

年には史上最高値を更新するものが続出した。例として、図２にベースメタルである銅、

鉛、亜鉛とレアメタルであるニッケルの最近の価格動向を示す(6)。同様の価格動向は、
他のほとんどすべての金属にも見られる。この背景には、アジア地域における金属需要

の増加に供給が追従できないことがある。特に、この数年間における中国の金属需要の

増加は顕著である。銅の場合は図３に示すように、３年間で日本の需要に匹敵する増加

を示している。経済成長に伴う電気製品の普及と電力需要の増加、そして 12 億の人口

規模と国土面積を考え合わせると、この需要増加傾向は、図４に示したように更に 7-8

年程度は続くと予想される。一方で、これほど急激な需要増加は想定されていなかった

ため、前述の資源開発の特徴から、供給をすぐに増加させることができず、価格の上昇

傾向が続いている。さらに、アメリカ金融機関大手のゴールドマン・サックスが 2007

年初めにまとめたリポートで、インドの経済成長率が 2020 年まで 8%の高水準で推移す

ると予測した。同社は 4年前のリポートで 5%と予想していたが、これを大幅に上方修正

した。この場合、インドの銅消費は図４より大きな増加傾向を示し、中国の後を追うと

推測され、銅の需要増加に拍車をかけることになる。一方、銅価格の上昇傾向には、絶

対的な埋蔵量の減少が影響を与えている。表２は主要金属の生産量(8)と地殻（地圏、水
圏、大気圏）内存在量(9)を比較したものであるが、銅はその存在量と比較して、生産量
が大き過ぎ、供給不足が最も起きやすい金属といえる。この特殊事情が故に、既に銅市

場には投機的資金が流入し、図２（ａ）に示した価格動向においても、2003 年後半から

価格の急上昇と乱高下が起きている。レアメタルは市場規模が小さいため、図２（ｄ）

に示したニッケルに代表されるように、元々価格の乱高下があるが、燃料電池や二次電

池（ノートＰＣや携帯電話用）用の需要増加により、長期的にはニッケル、コバルトな

どの価格上昇が続くと予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２（ａ）2000 年 1 月～2006 年 12 月のロンドン金属取引所における銅現金現物購入

価格変遷(6) 
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図２（ｂ）2000 年 1 月～2006 年 12 月のロンドン金属取引所における亜鉛現金現物

購入価格変遷(6) 
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図２（ｃ）2000 年 1 月～2006 年 12 月のロンドン金属取引所における鉛現金現物購入

価格変遷(6) 
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図２（ｄ）2000 年 1 月～2006 年 12 月のロンドン金属取引所におけるニッケル現金

現物購入価格変遷(6) 
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２．４ 深海底鉱物資源開発に向けた技術課題 

深海底鉱物資源開発技術のベースとなる深海関連技術のうち、この 20-30 年に大きな進

展がみられたものとしては、①洋上測位技術（ＧＰＳ等）、②船位保持・制御技術（ダ 

図３ 1995 年～2005 年の世界３大消費国の銅地金消費動向(7) 

図４ 主要国、地域、BRICs の銅消費量予測(7) 
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　欧州 4,134 24.4% 4,342 20.4% 4,132 16.3%
　米国 2,445 14.4% 2,509 11.8% 2,423 9.5%
　日本 1,279 7.5% 1,246 5.8% 1,098 4.3%
　ロシア 580 3.4% 868 4.1% 1,106 4.4%
　インド 339 2.0% 588 2.8% 816 3.2%
　ブラジル 340 2.0% 416 2.0% 488 1.9%
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イナミックポジショニング）、③海中測位技術（ＳＳＢＬ等）、④海中弾性波技術（三次

元地震探査、サイドスキャンソナー、超音波センシング等）、⑤海中ケーブル技術（ア

ンビリカルケーブル等）、⑥海中ロボット技術（ＲＯＶ、ＡＵＶ等）などが挙げられる。

そして、これらの技術進展の集大成が、水深約 2,000m の海域からの石油生産、有人・

無人深海潜水艇、地球深部探査船という形になって実現している。20-30 年前には困難

と考えられた深海域における活動が、次々と実現していく状況を考えると、深海底鉱物

資源開発も技術的には実現性が高いと考えられる。 

 海中ロボット技術の進展を考えると、深海底鉱物の採取には図５に示したような自走

式採鉱機、揚鉱管システム、海上プラットフォーム（採鉱船）を組み合わせて用いるこ

とになると予想される。マンガン団塊の場合は、軟弱で攪乱を受けると大きな強度低下

が起きる粘土質の深海底堆積層の上で、採鉱機が動かなければならないため、どのよう

な推進機構を採用するかが技術課題である。また、コバルト・リッチ・クラストの場合

は、斜面上の微地形変化が激しい基盤岩に薄層状態で付着しているマンガン酸化物を、

基盤岩の混入を避けて掘削し、集めるという大きな技術課題が存在する。黒鉱型海底熱

水鉱床については、鉱体がある大きさを持った塊状のものである可能性が高く、チムニ

ー等の塔状突起物が存在する海底表面での第一段階の掘削に困難さがあるものの、第二

段階からは、採鉱機自身が作り出した鉱体上の平滑面で活動が行われるため、技術的問

題点はほとんどない。揚鉱管システムには、海流に大きく流されることなく、海上プラ

ットフォームのほぼ直下に、懸架状態で留まる剛性と、自重を支える強度が要求される。

波高、水深などの海域特性や採鉱量に応じて、材質も含めた多角的検討が必要となる。

マンガン団塊とコバルト・リッチ・クラストについては、マンガン酸化物から有用金属・

レアエレメント類を抽出する製錬技術の開発も必要である。 

 

表２ 金属の生産量と地殻（地圏、水圏、大気圏）内存在量 

Metal or product World production in
2004 [metric ton] (8)

Abundance in earth's
crust [ppm in weight] (9)

Platinum 467 0.01
Mercury 1,260 0.08
Gold 2,430 0.004
Silver 19,700 0.07
Cobalt 52,400 25
Molybdenum 141,000 1.5
Tin 262,000 2
Magnesium 584,000 23,300
Nickel 1,390,000 75
Lead 3,110,000 12.5
Zinc 9,600,000 70
Copper 14,600,000 55
Manganese ore 26,300,000 950
Alminium 29,800,000 82,300
Steel 105,000,000 56,300
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２．５ 深海底鉱物資源開発の環境影響評価 

 深海底鉱物が賦存する海域は、これまで生物に関する科学的調査があまり行われてい

ないところである。このため、詳しいバックグラウンド調査をまず行い、生物相を把握

する必要がある。一般に、水深が深いところは生物密度が低く、開発によってダメージ

を受けた場合、回復に長い時間が必要になると予想される。このため、次の段階として、

開発によるダメージを模擬した実験、ダメージの定量的把握、回復過程のモニタリング

などを実施し、開発による環境影響を予測・評価するシミュレーションモデルを構築す

る必要がある。日本は、マンガン団塊とコバルト・リッチ・クラストの賦存海域におい

て、主として海底を対象にこのような調査、実験、モデル構築を行った実績を有してい

る(10), (11), (12)。海底熱水鉱床についても、同様の取り組みを行い、開発の可能性を検
討する際に、環境影響まで含めた総合的検討ができるように、情報集積を図る必要があ

る。 

 日本の場合、ＥＥＺ・大陸棚は人口集積地に比較的近く、漁業等の他の産業活動が実

施されている場所である。このような場所で、国際海底機構（ISA: International Seabed 

Authority）の管理下にある公海域における環境ガイドラインに準じた方針で環境保全

対策を講じ、開発を行うことは、世界基準に適合する開発手法を確立することにつなが

る。主権ないし主権的権利が及ぶことを根拠に、短期的な視野で、安易な利益追求的手

法で開発を行うことは避け、世界基準を意識した長期的戦略に基づいて、環境影響評価

手法を開発し、環境保全対策を十分に施した開発を行うことが重要である。 

 

図５ 深海鉱物資源採取システムのイメージ 



 12

２．６ 黒鉱型海底熱水鉱床開発ビジネスの急展開 

カナダのバンクーバーに本社を置く Nautilus Minerals 社（ＮＭ社。1997 年から活動

開始）は、同社が探査権を保有するパプア・ニュー・ギニア（ＰＮＧ）の８つの海底熱

水鉱床鉱区のうちのひとつに属する Solwara 1 プロジェクト（金、銅、亜鉛含有率の高

い黒鉱型塊状硫化物鉱床）向けの採鉱船の建造について、ベルギーの Jan De Nul 社と

合意したと 2006 年 10 月 4 日にプレス発表した（図６参照）(13)。海底 2万マイルの著
者の名前にちなんでジュール・ヴェルヌ（Jules Verne）号と命名されるこの採鉱船は、

2009 年に竣工する予定であり、竣工後速やかに商業生産に着手するとしている。この発

表では、採鉱船の建造は US$120 million かけて Jan De Nul 社が行い、ＮＭ社が US$120 

million かけて採鉱機と揚鉱サブシステムを開発・建造して、これらを Jan De Nul 社に

売却し、Jan De Nul 社が 6,000ton/day 規模の請負採鉱（US$75/ton）をすることになっ

ている。また、ＮＭ社は 2006 年 11 月 3 日のロシアの Epion Holding Ltd 社（US$49.5 

million）と Anglo American PLC 社（US$25 million）、2006 年 12 月 7 日のカナダの

Teck Cominco Ltd 社（US$25 million）を含む US$ 31.1 million に加えて、2007 年 2

月 3 日にはイギリスで UK£50.8 million、2007 年 2 月 21 日には北アメリカで US$75 

million の資金調達に成功したことを次々と発表した(13)。これで 2006 年 5 月の CAN$25 
million と合わせて、ＮＭ社が調達した資金は約 350 億円（US$295 million）となり、

保有している活動資金は約 330 億円（US$280 million）に上るとしている（2007 年 2 月

27 日付のＮＭ社 Newsletter）(13)。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図６ ＮＭ社の全長 191m の採鉱船と海中サブシステム(6,000t/d) (13) 
 

 開発対象区域の水深が 1,800m 程度であること、ＰＮＧの領海内で島嶼に囲まれて海

況が悪くないこと（図７参照）(13)、黒鉱型塊状硫化物鉱床は機械採掘が可能で、重装
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備採鉱機を支える強度を十分に有していることなどを考え合わせると、生産規模に対応

した採鉱システムを、上記の費用で建造できる可能は十分にある。2007 年 2 月 27 日付

のＮＭ社 Newsletter(13)によると、保有している活動資金は、Solwara 1 プロジェクト
用の陸上選鉱設備と付属港湾設備の建設、US$16 million をかける追加探査・鉱量把握

試錐・環境ベースライン調査などに当てるとしている。製錬設備が現在の計画に含まれ

ていないことから、選鉱後の精鉱は既存の製錬所に売却することが予想され、発表され

た計画の達成は、現有の活動資金で十分まかなえると推定される。ただし、ＮＭ社は図

７に示したような新たな鉱区申請も行っており、開発対象を複数化してプロジェクトの

拡大を図ること、自前の製錬所の建設に踏み切ることなど、事業規模をより一層拡大す

る可能性もある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図７ ＰＮＧにおけるＮＭ社既有鉱区と 2006 年 11 月および 12 月申請分(13) 
 

前述の請負採鉱の金額（US$75/ton）は、現在の銅の市場価格でみると 1％の含有率に

相当する。これまでに実施された深海底鉱物資源開発の経済性の基礎検討結果によると、

輸送、選鉱、製錬の運転コストは全体で採鉱の２～３倍必要である。このため、生産す

る原鉱石が銅含有率に換算して、3～4％の有価金属を含んでいれば、運転コストにおい

ては採算が取れることになり、さらに 1～2％の上積みがあれば、採鉱システム建造費、

設備建設費などの初期投資も回収できることになる。ＮＭ社が、これまでに発表してい

る開発対象区域の硫化物サンプルの金属含有率は、これをはるかに上回っている。これ

が前述の資金調達を可能にしている理由であるが、商業生産が実際に大きな利益をもた

らすものになるかどうかは未知数の部分もある。塊状硫化物鉱床の実際の機械採掘にお

いては、硫化物以外の価値のない岩石も同時に回収することになり、これらも含めた開
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発対象の鉱床全体の平均品位が把握・評価されていないためである。スケジュール的な

問題点としては、陸上選鉱設備と付属港湾設備の建設が 2009 年に間に合うかどうかと

いう点が挙げられる。また、技術面では、採鉱システムが単一の直列系の採鉱機と揚鉱

サブシステムの組み合わせであることに、コンスタントな生産という点でやや不安があ

る。 

一方、ＮＭ社の開発計画の最大の問題点は、環境影響評価手法の確立や環境保全対策

への取り組みが不十分なことである。これは、ＰＮＧという発展途上国の領海内で、経

済的利益の追求を第一目的とする私企業が開発を行うという状況から、必然的に生まれ

てくることである。環境面での法制・規制等が国際的にも未整備である状況を利用して、

当該国の主権が及ぶことを根拠に、短期的な視野で開発を行うことは、その事業として

の利益は生み出すものの世界基準に適合する開発手法や、環境保全対策を確立すること

にはつながらないと考えられる。 

もう一社、イギリスのロンドンに本社を置く Neptune Minerals 社（Neptune 社）が同

様の活動を展開している。Neptune 社は 2005 年に設立され、出資金 UK£9.3milions を

集めて、ニュージーランド、イタリア、バヌアツ、ＰＮＧ等に鉱区を確保し、探査活動

を続けている(14)。Neptune 社は 2006 年 11 月 6-10 日に来日し、出資勧誘のために商社
や鉱山会社を訪問するとともに、資源エネルギー庁も訪問し、伊豆・小笠原海域等での

海底熱水鉱床鉱区確保が可能かどうかを調査した。そして、2007 年 2 月 21 日に、ネプ

チューン・ミネラルズ・ジャパン（株）が鉱業法に基づいて９海域、１３３箇所の鉱区

を申請したことをプレス発表した(14)。 

 

図８ ネプチューン・ミネラルズ・ジャパン（株）が鉱区申請した９海域(14) 
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２．７ 海洋基本法制定の意義と意味 

 広いＥＥＺ・大陸棚の権益（資源、空間等）を確保し、それらを有効に活用するとと

もに、そこで培った技術を世界に広める海洋産業や人材の育成が重要であることが認識

され、海洋基本法の制定が視野に入ってきている。 

日本のＥＥＺ・大陸棚には、既に述べたように、黒鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リ

ッチ・クラストの有望な鉱床が存在する可能性が高い。石油や天然ガスの場合とは異な

り、実際のフィールドを有するというこの優位性を生かして、これらの深海底鉱物資源

の開発技術を、ハード面においても、ソフト面においても、世界のトップとなって確立

し、海洋産業の中核を担うように育成していくことが求められている。前述の資源の安

定供給という視点とは別に、この観点からの、戦略的、長期的、総合的な検討も必要と

なっている。その際、特に環境ガイドラインの世界基準を意識し、環境保全対策を十分

に施した開発手法を留意すべきことは、採用することである。利益追求的開発手法とは

対極となるアプローチを取ることが、開発技術における世界基準への道になる。 

黒鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストは有限な資源であるが、これらの

開発を他に先んじて実施することによって培われた技術と産業は、拡大、応用、発展さ

せることによって、世界をリードするものとなり、資源を開発したことによって失う経

済的ポテンシャルを補って余りある産業的波及効果を生み出すことができる。しかし、

これが二番煎じ的なものにとどまれば、産業的波及効果は期待できない。 
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３．緊急的に取り組みを開始し、５年後を目処に一定の成果を出すべき項目 

３．１ 日本のＥＥＺ・大陸棚の黒鉱型海底熱水鉱床開発の技術・経済的可能性評価 

 「２．目的と背景」で触れたこれまで実施された経済性評価事例は、その多くが歴史

的、基礎的なものであり、この 20-30 年に大きな進展がみられた深海関連技術の成果を

インプットしていないものである。また、製錬技術についても、近年の湿式製錬技術や

リサイクル技術の進展を適用しておらず、さらに、環境保全に必要となるコストについ

ては、ほとんど考慮していない。このため、これらの技術の進展やコスト増を反映させ

た開発モデルを構築し、日本のＥＥＺ・大陸棚の黒鉱型海底熱水鉱床の賦存条件を適用

した技術・経済的可能性評価を実施する必要がある。 

 この評価においては、位置、水深、地形などの地理的条件に加えて、鉱体構造、鉱量、

平均品位などの鉱床条件を可能な限り正確に与える必要がある。このため、開発モデル

構築と並行して、伊豆―小笠原海域や沖縄トラフの既知鉱床について、より正確なデー

タを追加取得し、その結果も用いたものとすることが重要である。 

 評価は、緊急的取り組みの第１年目に予察的なものを実施し、調査や研究開発スケジ

ュールの見直しの必要性を検討するため、第３年目に中間段階のものを実施する。さら

に、取り組みによる成果によって精度を高めることができる第５年目に総合的なものを

実施する。予察的評価では、選鉱・製錬の小規模予備実験など、一部の技術的検討も実

施する。 

 

３．２ 黒鉱型海底熱水鉱床の潜在的可能性調査及び抽出調査手法の確立と適用 

 黒鉱型海底熱水鉱床の場合、既知鉱体と呼べるような経済的な可能性の高い場所が発

見されているのは、既存の科学的調査手法によって、活発な熱水活動の検出が可能であ

るためである。海水の温度異常、地殻熱流量の異常、マンガンやメタンなどの海水溶存

物質の異常、化学合成生態系の存在などのほか、熱水プルームをサイドスキャンソナー

などの音響的調査で検出できた例など、多数の事例が挙げられる。もちろん、これらの

科学的調査が偶然その場所で実施されたのではなく、地質構造的推定や周辺堆積物の分

析結果などから、事前に予測し、調査した結果として発見されたものである。これらの

手法に加えて、ＲＯＶやＡＵＶなどの調査機器搭載媒体の進歩、バックスキャッタリン

グやインターフェロメトリーなどの音響的探査技術の進歩があり、科学的調査手法によ

って黒鉱型海底熱水鉱床の潜在的可能性のある場所あるいは、熱水活動を発見すること

は、困難ではなくなっている。 

 しかし、潜在的可能性のある場所から資源的に魅力のある場所を抽出し、絞り込む調

査手法は未確立である。このため、陸上の金属鉱床探査に用いられる重力探査、電気探

査、磁気探査、地震探査などの物理的探査手法を、既知鉱体と呼べるような経済的な可

能性の高い場所に適用し、その鉱体構造把握に役立てるとともに、有効な絞り込み手法

を確立する必要がある。また、BMS（Benthic Multi-coring System）の着底、調査能力

を増強し、効果的な活用によって、Ground trouth を確実に行う必要がある。 

 潜在的可能性調査では、伊豆―小笠原島弧から九州―パラオ海嶺にかけて、また沖縄

トラフの既知の熱水活動域を中心に、海底近傍におけるサイドスキャンソナー、インタ

ーフェロメトリーによる調査を、第１年目と第２年目に集中的に実施する必要がある。
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さらに、この第１年目と第２年目に、物理的探査手法等の抽出・絞り込み調査手法の開

発を行い、第３年目から第５年目にそれを適用した資源的絞り込み調査を実施する必要

がある。また、BMS の着底、調査能力の増強も第１年目と第２年目に行い、第３年目か

ら第５年目にそれを活用して、資源的絞り込み調査に役立てる必要がある。 

 

３．３ 黒鉱型海底熱水鉱床のパイロットスケール採鉱実験及び選鉱・製錬実験 

 開発対象区域の水深が 1,500m より浅いこと、塊状鉱体の機械採掘が可能で、重装備

採鉱機を支える強度を十分に有していることなど、黒鉱型海底熱水鉱床の採鉱には、要

素技術的には大きな課題が存在しない。また、生産した原鉱石の選鉱と製錬は、黒鉱や

一般の硫化鉱に用いられている既存技術で対応可能であり、製錬事業者への売鉱も可能

である。 

 しかし一方で、日本は、外洋で長期間・連続的に稼働する大規模システムの建造、オ

ペレーション経験（たとえば海洋における石油、天然ガス開発）が乏しく、システム技

術の熟成という点において、世界のトップに後れを取っているのは否めない。 

このため、黒鉱型海底熱水鉱床の採鉱技術開発においては、海底で鉱体から鉱石を採

掘する機械装置（採鉱機）と採掘した鉱石を海面まで運搬する揚鉱システムを建造し、

パイロットスケールの採鉱実験を実海域で実施することが効果的であると考えられる。

これまでに明らかとなっている黒鉱型海底熱水鉱床の賦存情報からは、鉱体がある大き

さを持った塊状のものである可能性が高く、チムニー等の塔状突起物が存在する海底表

面での第一段階の掘削に困難さがあるものの、第二段階からは、採鉱機自身が作り出し

た鉱体上の平滑面で活動が行われるため、技術的問題点はほとんどない。揚鉱システム

には、海流に大きく流されることなく、海上プラットフォームのほぼ直下に、懸架状態

で留まる剛性と、自重を支える強度が要求される。波高、水深などの海域特性や採鉱量

に応じて、方式や材質も含めた多角的検討が必要であるが、商業生産より小規模で、稼

働期間が短いパイロットスケール採鉱実験用のシステムで、実際の経験を積み、課題を

克服していくことは可能である。揚鉱システムは揚鉱管と管内流体輸送を組み合わせる、

いわゆる流体ドレッジ方式が最も技術開発が進んでいるが、生産規模が小さい場合には

輸送効率がより高いワイヤーラインホイスト（バケットエレベータ。図９参照）(15)の
可能性も検討すべきである。採鉱機は掘削、破砕、取り込み機能を有するクローラー推

進の自走式のものが想定される。 

パイロットスケール採鉱実験においては、実際にまとまった量の原鉱石が実験船上に

回収される。既に述べたように、黒鉱型海底熱水鉱床の選鉱と製錬には、黒鉱や一般の

硫化鉱に用いられている既存技術が適用可能であるが、既存の選鉱・製錬設備を利用し

て、実際の鉱石を使ったパイロットスケールの選鉱・製錬実験を実施することは、総合

的な技術・経済的評価を実施するために不可欠である。また、製錬後の金属を売却する

ことによって、技術開発に必要な費用の一部を回収できる可能性もある。 

パイロットスケール採鉱実験は、総合的技術・経済的評価に結果をインプットするこ

と、選鉱・製錬実験に必要な原鉱石量を確保すること、開発によるダメージを模擬した

実験として環境影響モニタリングを実施することなどとの関係から、緊急的取り組みの

第３年目から第４年目にかけて、20-40t/h 程度の能力の採鉱機によって実施する。実験
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期間は６ヶ月～1 年程度を確保し、採鉱機や採鉱システムの修理、改良等の時間もその

中に含めるものとする。連続稼働時間を時間単位、日単位と増加させ、最終的には１週

間程度の連続運転を実施して、運転コスト算出のためのデータも収集する。また、実験

終了後は、採鉱機や採鉱システムの解体、ダメージ分析等も実施し、保守・点検の必要

頻度や部品交換間隔などについての技術的データも取得する。 

 

 

 
図９ ワイヤーラインホイスト（バケットエレベータ）採鉱システムの概念(15) 

 

 パイロットスケール採鉱実験において回収した採掘原鉱石は、全量を陸上に持ち帰り、

緊急的取り組みの第４年目から第５年目にかけて、既存の選鉱・製錬設備を利用して、

パイロットスケールの選鉱・製錬実験を実施する。実験では、脱塩の難易、既存選鉱技

術・製錬技術による金属回収率の測定、産物や廃棄物の性状把握、選鉱・製錬運転コス

ト算出に必要なデータ等の収集を行う。 

 

３．４ 黒鉱型海底熱水鉱床開発の環境影響評価手法確立とベースライン調査及び採鉱

実験のモニタリング 

 これまでに発見され、商業生産開発の対象となる可能性が想定されている黒鉱型海底

熱水鉱床は、いずれも活発な熱水活動を伴っている。活発な熱水活動に特徴的な現象と

しては、化学合成生態系の形成と熱水プルームの噴出・拡散が挙げられる。化学合成生

態系は、通常の光合成による一次生産の上に成立する生態系とは異なり、熱水に伴って

供給されるメタンを嫌気的雰囲気の下で直接利用する微生物の上に成立するものであ

り、図１０に示したようなメタン菌、硫酸還元菌、イオウ酸化菌、メタン酸化菌などの
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微生物やその群集、またこれらの微生物を体内に共生させるハオリムシ、シロウリガイ

等をベースに構成され、それらを餌とするエビ、カニ、ヒトデ等のメガベントスも生息

する(16), (17)。 
 

 

 

図１０ メタンに依存する化学合成生態系の構成（冷湧水系の場合）(17) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１１ 活発な熱水活動と周辺の遷移ゾーン、魅力的鉱体の存在との関係模式図 

 

 この熱水活動に伴う生態系は、深海域の通常の生態系の中の特異点であり、特異点を

含む生態系のベースライン調査、生態系モデルの構築など、大きな課題が山積している。

化学合成生態系 化学合成生態系を
含む深海底生態系

通常の深海
底生態系

L:200-300m W:50m

H:30m

平面的広がり

横断面

遷移ゾーン

ホットスポット

数100m～数km



 20

もちろん、鉱量という点で資源的により魅力のある対象は、活発な熱水活動をしている

ものではなく、活動停止直後のもの、あるいは、活動停止からかなり時間が経過したも

のになる可能性が高い。この場合、生態系への影響も小さくなると予想される。しかし、

活動停止直後のもの、あるいは、活動停止から時間が経過した鉱体は、より複雑な環境

条件下に存在する可能性も高い。図１１はそれを模式的に示したものであり、黒鉱型海

底熱水鉱床の生成メカニズムを考慮すると、活発な熱水活動の周辺に資源的により魅力

のある鉱体が存在する可能性が高い。活発な熱水活動域に形成される化学合成生態系の

周囲には、化学合成生態系を含む深海底生態系あるいは、化学合成生態系の影響を受け

ている深海底生態系が存在する。この遷移ゾーンの生態系構造は、通常の深海底生態系

とは異なると考えられ、活発な熱水活動そのもの、あるいはその周辺の鉱体を開発する

場合には、化学合成生態系に加えて、このゾーンについても詳細なベースライン調査、

生態系モデルの構築が必要になる。 

いずれにしても、既知鉱体と呼べるような経済的な可能性の高い場所において、詳細

なベースライン調査をまず行い、化学合成生態系から通常の深海底生態系に至る生物相

とその遷移を把握する必要がある。そして、これらのデータや既存の化学合成生態系に

関する情報を基に、生態系モデルを構築する必要がある。 

次の段階としては、開発によるダメージを模擬した実験、ダメージの定量的把握、回

復過程のモニタリングを実施し、生態系モデルを発展させ、開発による環境影響を予

測・評価するシミュレーションモデルを構築する必要がある。開発によるダメージを模

擬した実験に代わるものとして、前述のパイロットスケール採鉱実験が利用できると考

えられる。 

ベースライン調査は、当該海域の自然環境を幅広く把握すること、及び、熱水活動の

程度を把握し、活動域、遷移域、通常の深海底の区別を明確にすることを目的とする。

そのため、比較的広い範囲を対象に年変動、季節変動のパターンを把握することも含め

て、第１年目から第３年目にかけて、年４回の頻度で調査を行う必要がある。一方、モ

ニタリングではパイロットスケール採鉱実験の実施される場所に限定して調査を行う。

パイロットスケール採鉱実験実施中の第３年目から開始して、第５年目まで、年１回ず

つ行う必要がある。さらに、ISA の環境ガイドラインが指示するように、採鉱実験の影

響を全く受けない参照域を設定し、ここにおける継続的な調査も実施して、年単位以上

の変動の影響をキャンセルする必要がある。 

また、実際の開発時に、採鉱船上で採掘原鉱石の選鉱等を実施する可能性も考慮して、

尾鉱を放出する可能性のある深度（表層域、中層域または底層域）の水柱についての調

査も必要となる。 
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４．金属・レアエレメント類の安定供給をめざして、長期的に取り組むべき項目 

４．１ 日本のＥＥＺ・大陸棚のコバルト・リッチ・クラスト開発の技術・経済的可能

性評価 

 コバルト・リッチ・クラストについて、これまでに検討された開発モデルでは、コバ

ルト、ニッケル、銅の３つの金属（オプションとしてマンガン）の回収を想定している。

しかし、コバルト・リッチ・クラストの場合はそのコバルト含有率の高さ、ニッケルと

銅の含有率の低さが開発事業のリスクを高くする要因となり、弱点となっている。すな

わち、コバルトの市場規模が小さいため生産規模を大きくできない、ニッケルと銅の売

り上げが小さくコバルト価格依存度が高過ぎるなどである。また、対象金属がマンガン

団塊と完全に重なり競合関係となっている。 

しかし、コバルト・リッチ・クラストには、上記の４つの金属のほかにも、図１２に

示した試算例にみられるように、高い価格の金属・レアエレメント類が含まれている(18)。
これらの金属・レアエレメント類は、その含有率が低く興味の対象外だったため、白金

を除いて分析データがほとんどなく、製錬過程における挙動、回収方法も未解明、未研

究であるため、経済的に回収が可能かどうかまったくわからないのが現状である。これ

らについて基礎的な調査、研究を行い、その回収の技術的可能性、さらには経済的可能

性を明らかにすることが必要である。これらの金属・レアエレメント類の中には、チタ

ン、白金、テルルなど今後急速な需要増加が予想されるものが含まれており、経済的価

値が現在よりも大きく高まる場合まで想定した検討が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１２ コバルト・リッチ・クラスト中の金属・レアアース類価格試算値の例(18) 
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 評価は、利用対象として未検討であった金属・レアエレメント類の含有率分析データ

や、製錬過程における挙動と回収方法等についての知見が、ある程度得られてから実施

することが望ましいため、中長期的取り組みの第２年目に予察的なものを実施し、調査

や研究開発スケジュールの見直しの必要性を検討するため、第６年目に中間段階のもの

を実施する。さらに、取り組みによる成果を利用することによって、精度を高めること

ができる第１０年目に総合的なものを実施する。 

 

４．２ コバルト・リッチ・クラスト調査手法の確立と適用及び鉱床抽出 

日本のＥＥＺ・大陸棚のコバルト・リッチ・クラストの資源的可能性については、大

陸棚限界画定のための調査を除けば、これまでほとんど調べられていないのが実状であ

る。これは、鉱区取得という権益確保は、競争のある公海上を優先し、競争のないＥＥ

Ｚ・大陸棚は後からで十分であるという深海底鉱物資源調査の進め方が、過去30年にわ

たって継続されていたためである。深海底鉱物資源の開発・利用が遠い未来と考えられ

ていた時期にはやむを得ないことである。しかし、「資源」として価値があるものの存

在場所を特定し、優先順位をつけるためには、ＥＥＺ・大陸棚のコバルト・リッチ・ク

ラストの資源的可能性を把握する必要がある。 

一方、コバルト・リッチ・クラストの調査手法そのものが十分に確立しているとはい

えない状況もある。公海上の海山調査では、海底ＴＶカメラ観察による被覆率測定とド

レッジサンプルによるマンガン酸化物の厚さ、金属含有率解析の組み合わせによる微視

的な資源ポテンシャル把握と、ＭＢＥＳ（Multi-narrow Beam Echo Sounder）による地

形図と反射音圧強度解析（バックスキャッタリング）の組み合わせによる巨視的な資源

ポテンシャル把握に、スポット的にＢＭＳ（Benthic Multi-coring System）サンプリ

ングを組み入れるという手法が採用され、海山の絞り込みなど、資源的可能性の把握に

役立ててきた実績も多数ある。 

しかし、ＢＭＳサンプリング結果によると、数百ｍ離れた地点間でマンガン酸化物の

厚さが大きく異なる例や、ドレッジサンプルと金属含有率が大きく異なる例が報告され

ている。また、コバルト・リッチ・クラストの場合、後述するように、微地形変化が採

掘原鉱石品位に大きく影響するが、この微地形変化を定量的に把握し、資源的可能性の

評価に役立てた例はない。前述した黒鉱型海底熱水鉱床に対する、海底近傍におけるサ

イドスキャンソナー、インターフェロメトリーによる調査や物理的探査手法をコバル

ト・リッチ・クラストについても適用し、上記の問題点の解決を図り、ＢＭＳによる

Ground trouthを実施してデータを蓄積していくというようなアプローチで、コバルト・

リッチ・クラストの調査手法を確立していくことが想定される。 

具体的な進め方としては、中長期的取り組みの中で、白金等のレアエレメント類含有

率の分析を含む広域的なＥＥＺ・大陸棚のコバルト・リッチ・クラスト基礎調査を実施

しつつ、第１年目と第２年目に調査手法の確立を図り、第３年目から第５年目にかけて、

その手法を適用した概要調査を実施する。これらのデータの蓄積に基づいて、第６年目

から第１０年目にかけて、有望鉱床抽出のための詳細調査を実施する。調査手法につい

ては、この過程で、適宜改良を加える。得られた有望鉱床のデータは、技術・経済的可

能性評価の中間段階評価と総合的評価で用いられることになる。 
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４．３ コバルト・リッチ・クラスト採鉱・製錬技術の確立 

 過去に実施された経済性評価から、コバルト・リッチ・クラストの場合は、基盤岩混

入率がある程度低い場合には、選鉱システムにかかる初期投資や運転コストを考慮する

と、これを導入しない方が有利であること、また、生産する金属やその製錬方法がマン

ガン団塊と重複するため、基盤岩混入率をかなり低く抑えないと、マンガン団塊との競

争に勝てないことが図１３のように明らかとなっている。一方、微地形変化が存在する

マンガン酸化物層を機械的手段で掘削する場合には、回収率をかなり下げないと、基盤

岩混入率が大幅に増加することが予想される。実際、微地形変化の解析例からは、平坦

そうに見えても、意外な高低差が存在するケースが多い。 

 このため、コバルト・リッチ・クラストの採鉱技術の最大の課題は、微地形変化に対

応して、基盤岩混入率をできるだけ少なくする採掘方法、方式を確立することである。 

 

基盤岩混入率 

２０％   ３０％   ４０％ 

US$ 15/lb 

 

US$ 20/lb 

 

US$ 25/lb 

 

US$ 30/lb 

 

 

 

 

 

クラスト 
有利 

選鉱有利 選鉱不利 

マンガン団塊有利 

クラスト・

マンガン

分岐

選鉱分岐 

 

 

図１３ 平成１３年度深海底鉱物資源の探査技術等の開発調査（金属鉱業事業団から産

業技術総合研究所への委託研究）マンガン団塊とコバルト・リッチ・クラスト開発のケ

ーススタディ結果要約 

 

 一方、コバルト・リッチ・クラスト製錬技術においては、白金等のレアエレメント類

の製錬過程における挙動、これらの回収方法の確立が最大の課題である。 

具体的な進め方としては、中長期的取り組みの中で、まず第１年目から第３年目にか

けて白金等のレアエレメント類の製錬技術開発を実施し、回収の見通しをつけた上で、

第４年目と第５年目に採鉱技術開発を実施する。そして、これらの成果を技術・経済的

評価の予察的評価と中間段階評価に結びつけるという流れが想定される。当面はこの基

本的な部分の研究開発で十分であり、スケールアップ等の課題については、有望鉱床の

具体像がより鮮明になってから実施することになる。 

 

コ
バ
ル
ト
価
格
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４．４ コバルト・リッチ・クラスト開発の環境影響評価手法の確立と基礎調査 

 日本は、公海上の海山の有孔虫軟泥堆積物集積域における、環境影響の予察的調査実

績を有する唯一の国であるが、コバルト・リッチ・クラスト賦存域における本格的な環

境調査は未実施である。 

 コバルト・リッチ・クラストの場合、採鉱によって海底から回収されるものは、マン

ガン酸化物とその基盤の岩石が大部分を占めることになる。堆積物スポットがクラスト

表面に一部存在するため、影響は皆無ではないが、海底堆積物内在性底生生物への影響

への配慮はあまり必要ないと考えられる。生物群として影響を考慮しなければならない

対象はクラスト表在性固着生物（イソギンチャク、ヤギ、ウミエラなど）が主体になり、

これらの多くは大型であるため、海底ＴＶカメラによる観察が可能である。しかし、内

在性底生生物と比べて生息密度が低いため、ドレッジや採泥等のサンプリング調査では

定量化は期待できない。従って、コバルト・リッチ・クラストの環境影響調査では、海

底ＴＶカメラなどによる映像観察とその結果の定量化に重点が置かれるべきである。い

ずれにしても、環境影響評価手法は未確立であり、基礎調査も未実施であるため、これ

らをまず行う必要がある。一方、当面、クラストの掘削実験や、大規模海底攪乱実験の

計画はないため、ベースライン調査とモニタリングは不要である。 

 具体的な進め方としては、中長期的取り組みの中で、第４年目と第５年目に、環境影

響評価手法確立のための研究開発を実施し、第６年目から第１０年目にかけて、有望鉱

床賦存海域において、海底環境並びに海水柱の基礎調査を実施する。 

 

４．５ ＥＥＺ・大陸棚のポテンシャル基礎調査 

 黒鉱型海底熱水鉱床とコバルト・リッチ・クラストの資源的可能性や、資源的に魅力

のある場所を絞り込む調査手法の確立、また、それらの適用については既に触れたが、

これら以外の対象物（たとえば燐灰石やメタンハイドレート等）の資源的可能性、また、

海域そのものや、スペース、機能の利活用（たとえばＣＯ２の海中貯留等）など、ＥＥ

Ｚ・大陸棚のポテンシャルを最大限に生かすための基礎データの集積は進んでいない。 

 このため、緊急的取り組みの終了後、第６年目から第１０年目にかけて、海底並びに

海水柱の基本的特性を広域的に調べるＥＥＺ・大陸棚のポテンシャル基礎調査を実施す

る。 
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５．産業の育成と振興 

黒鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラストなどの深海底鉱物資源の開発に向

けた取り組みは、世界的にみると緒に就いたばかりであり、日本がその潜在的資源量の

豊富さと、探査活動、技術開発、環境アセスメント手法整備等への早期取り組みという

優位性を生かせば、「資源」の確保のみならず、開発「産業」を育成、振興することが

可能となる。 

資源開発分野においては、発展途上国など、政治・経済体制が未整備、不安定な国に

おいては、「カントリーリスク」を考慮した開発計画、見通しが必要とされる。日本の

ＥＥＺ・大陸棚の資源開発では、逆の意味での「カントリーリスク」を考慮する必要が

ある。すなわち、日本の場合、ＥＥＺ・大陸棚は人口集積地に比較的近く、漁業等の他

の産業活動が実施されている場所である。このため、環境基準や規制が厳しくなると共

に、ステークホルダー（利害関係者）の合意形成が難しいことがはっきりしている。 
しかし、この逆の意味での「カントリーリスク」状況は、大きなビジネスチャンスで

あると見ることもできる。日本の厳しい環境基準や規制、高エネルギー価格等の条件下

で開発された公害防止技術、省エネルギー技術などが世界に進出しているのがこれに当

たる。人口集積地に比較的近く、漁業等の他の産業活動が実施されている場所で、国際

海底機構（ISA: International Seabed Authority）の管理下にある公海域における環

境ガイドラインに準じた方針、あるいはそれを上回る環境保全対策を講じ、開発を行う

ことは、世界基準に適合する開発手法を確立することにつながる。これは、主権が及ぶ

ことを根拠に、短期的な視野で、安易な利益追求的手法で開発を行うことの対極に位置

するものとなり、長期的には、この分野の産業が大きな国際競争力を持つことにつなが

ると予想される。 

 しかし、短期的に見ると、既に述べてきたように、資源的に魅力のある場所を絞り込

む方法の確立とその方法を適用してのデータ集積、さらに開発・利用技術の整備など、

産業化に向けての資金的支援と時間が必要である。深海底鉱物資源開発におけるフェー

ズの進展、それをサポートするために必要な支援とリスク低減の関係を模式的に図１４

に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１４ 資源開発の特殊性を考慮した研究開発から産業振興に向けた道筋 
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 ＰＮＧにおけるＮＭ社の活動は1997年から開始され、その段階から民間資金を集めて

事業を実施しているため、公的支援を受けない民間企業活動と思われがちであるが、Ｎ

Ｍ社の鉱区にある黒鉱型海底熱水鉱床は、オーストラリア、フランス、日本等の科学的

及び資源的調査によって発見され、その全体像が明らかにされたものである。また、Ｎ

Ｍ社の鉱区設定後も、オーストラリアやドイツの研究機関の調査が実施され、ＮＭ社の

活動の側面的支援となっていることも見逃せない。さらに、ＰＮＧにおける環境規制が

国際基準より緩いものになれば、環境保全対策にかかるコストの削減が可能となり、間

接的な政府支援を受ける形になることも想定される。 

 新しい産業を創成する、あるいは育成・振興する際に検討しなければならない要素の

ひとつに、産業規模が挙げられる。深海底鉱物資源開発の場合は、陸上の既存の金属資

源開発産業との競合があるため、世界の金属需要量を考慮に入れた生産上限量を仮定し

て、産業規模を予測する必要がある。表３は、ＮＭ社のプレス発表から推定したSolwara 

1プロジェクトの事業規模である。黒鉱型海底熱水鉱床の場合、金属含有率と世界の金

属需要量から、亜鉛が市場占有率の最も高い金属になると推定される。Solwara 1プロ

ジェクト地域の鉱体の平均亜鉛含有率は不明であるため、まったく推測の域を出ない予

測値であるが、陸上の黒鉱程度の値を平均亜鉛含有率、亜鉛の金属需要量の１０％程度

を生産上限量と設定すると、Solwara 1プロジェクトの事業規模のものを３つ、あるい

は４つ稼働させることができることになる。年間売上高US$1,500～2,000 million程度

が黒鉱型海底熱水鉱床開発の産業規模ということである。ただし、開発対象となる黒鉱

型海底熱水鉱床鉱体の金、銀、銅の平均含有率が高く、亜鉛の売却による利益を重視す

る必要がない場合は、もっと多くのプロジェクトを同時に稼働させることが可能となり、

産業規模はより大きくなる。 

 

表３ ＮＭ社のプレス発表から推定したSolwara 1プロジェクトの事業規模 

 

 

 

 

 

 

 

about US$ 500M/year (expected)Metal sales
about US$ 135M/year (expected)Operating costs
about US$ 300-350M (expected)Initial investments

with 1,800,000t/y
except metallurgy

Nautilus’s SMS ventureCase

about US$ 500M/year (expected)Metal sales
about US$ 135M/year (expected)Operating costs
about US$ 300-350M (expected)Initial investments

with 1,800,000t/y
except metallurgy

Nautilus’s SMS ventureCase

Press release:
Production = 1.8Mt/y
Mining ship = US$ 120M
Sub-sea system = US$ 120M
Mining contract = US$ 75/t
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６．まとめ 

 ＢＲＩＣｓ諸国、特に中国の急速な経済成長と市場における購買力の増大に伴って、

金属・レアエレメント類の需給構造は大きな変化を遂げている。さらに、より一層の経

済的発展のために、金属・レアエレメント類資源の囲い込みを図る中国の動きは戦略的

なものになってきている。インドも数年後には、この戦列に加わることが予想され、従

来型の「安定供給確保」概念では対応できないことは明白である。 

 リサイクル率の向上では対応できない量の新たな金属・レアエレメント類の供給源確

保が必要であり、代替素材・技術の開発も急務である。しかし、当面は金属の重要性は

変わらない。また、代替素材・技術の開発にレアエレメント類が不可欠となるケースも

多いと予想される。 

 日本のＥＥＺ・大陸棚に賦存する黒鉱型海底熱水鉱床やコバルト・リッチ・クラスト

などの深海底鉱物資源の金属・レアエレメント類供給源としての可能性を把握し、開発

技術を整備し、優先順位をつけることは緊急的課題である。個々の要素技術としては高

いレベルのものを保有していても、海洋システム技術として熟成させなければ、実用化

には結びつかない。既知鉱体を対象としたパイロットスケールの採鉱実験は開発技術整

備の核であり、そのモニタリングが環境保全対策の確立へと結びつく。さらに、資源価

値のより高い場所を探すという努力（調査と調査技術開発）は、長期的、継続的に行う

べきである。 

 2009年の商業生産をめざした開発プロジェクトが、外国の民間企業主体で動いている

状況下で、深海底鉱物資源の開発技術を、ハード面においても、ソフト面においても、

世界トップのものとして育成、振興していくためには、技術開発のスピードと、ライバ

ルに欠けているものをセールスポイントとする独自性が求められる。利益追求的開発手

法とは対極となるアプローチを採用することが重要である。環境ガイドラインの世界基

準を意識し、環境保全対策を十分に施した開発手法をめざすことが、開発技術における

世界基準への道になる。 

 日本のＥＥＺ・大陸棚の深海底鉱物資源の資源的可能性については、大陸棚限界画定

のための調査を除けば、あまり調べられていないのが実状である。これは、鉱区取得と

いう権益確保は、競争のある公海上を優先し、競争のないＥＥＺ・大陸棚は後からで十

分であるという深海底鉱物資源調査の進め方が、過去 30 年にわたって継続されていた

ためである。深海底鉱物資源の開発・利用が遠い未来と考えられていた時期にはやむを

得ないことであった。しかし、外国企業の設立した法人が鉱業法に基づく鉱区申請を出

すという状況が生まれ、「資源」として価値があるものの存在場所を特定し、優先順位

をつけること、さらに、それらの存在場所の特性も十分把握・考慮した上で、開発に向

けた法律・規則等の整備を進めることが求められている。これらのベースは、ＥＥＺ・

大陸棚そのものの基本的特性であり、資源的可能性を把握することである。 

 海洋基本法制定の趣旨を生かし、ＥＥＺ・大陸棚の権益確保、環境保全、海洋産業の

育成・振興を図るため、ここで提言する「５年間の緊急的取り組み」と「中長期的取り

組み」を実施することが、未来に「資」「産」を残し、活力のある日本を維持すること

に繋がると確信する。 
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